
日 時 :平成26年3月20日 (木)

10時30分～12時00分

場 所 :中央合同庁舎第5号館 共用第8会議室

新たな財政支援制度にかかる都道府県担当者会議

○ 議 題 1.新たな財政支援制度について
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医務 ･介護サービスの提供体制改革のための新たな財政支援制度

○ 団塊の世代が後期高齢者となる2025年を展望すれl£病床の機能分化う垂携､在宅医療.介護の推進､医師.看護師等の医療従事者の
確保.勤務環境の改善､地域包括ケアシステムの構築､といった｢医療.介護サービスの提供体制の改革｣が急務の課題o

○ このため､医療法等の改正による制度面での対応に併せ､消費税増収分を財源として活用し､医療.介護サービスの提供体制改革を推進す
るための新たな財政支援制度を創設する○

○ 各都道府県に消費税増収分を財源として活用した基金をつくり､各都道府県が作成した計画に基づき事業実施○

◇｢地域こおける公的介護施設等の計画的な整備等の促進こ関する法律｣を改正し､法律上の根拠を設ける○
◇ この制度はまず医療を対象として平成26年度より実施し､介護については平成27年度から実施○病床の機能分化.連携については､平成26年度は回復

【新たな財政支援制度の仕組み(莱)】

消費税財源活用

都道府県
①病床の稜能分化.連携
③医療従事者等の確保･養成

②在宅医療の推進･介護サービスの充実②在宅医療の推進･介護サービスの充実

①国は､法律こ基づく基本的な方針を策定し､対象事業を明確化｡
②都道府県は､計画を厚生労働省に提出｡

③国･都道府県市町村が基本的な方針･計画策定に当たって公正性及び透明
性を確保するため､関係者による協議の仕組みを設けも
※EE)が策定する基本的な方針や交付要綱の中で都道府県に対して官民に公平こ配
分することを求める旨を記載するなどの対応を行う予定｡(公正性及び透明性の確保)

事業者等

1病床の機能別ヒ･連携のために必要な事業

(1)地域医療構想(ビジョン)の違助こ向けた医療機関の施設･設備の
整備を推進するための事業 等

2在宅医療･介護サービスの充実のために必要な事業

(1)在宅医療(歯科･薬局を含む)を推進するたぬ乃事業

(2)介護サービスの施設･設備の整備を推進するための事業 等

3医療従事者等の確保･養成のための事業

(1)医師確保のための事業

(2)看護職員の確保のための事業

(3)介護従事者の確保のための事業

(4)医療･介護従事者の勤務環境改善のための事業 等

■国と都道府県の負担割合は､2/3:1/3 1

3月3日 全国医政関係主管課長会議(都道府県)
※会議後も適宜情報提供

3月20日 都道府県新基金担当者会議

4月中旬 第1回都道府県個別ヒアリング(26年度の事業として想定している内容､基金の規模
感等)

5-6月 第2回都道府県個別ヒアリング(26年度の事業の検討状況､27年度の規模感等)

[以下は6月頃に法律が成立した場合(国会審議により変更があり得る)]

7月 国に協議会設置､総合確保方針の提示

交付要綱等の発出(交付要綱等の発出から都道府県計画の提出まで1-2か月
程度を想定)

9月 都道府県が都道府県計画を策定

10月 都道府県へ内示

11月 交付決定

2



交付の条件(莱)
都道府県計画を策定する際には､次の点を交付の条件とするので留意されたい｡

(1)国が定める総合確保方針に従うこと｡また､事業内容が新たな財政支援制度の対象事業
に合致していること｡

①病床の機能分化･連携のために必要な事業

②在宅医療(歯科･薬局を含む)を推進するための事業
③医療従事者等の確保･養成のための事業

(2)都道府県計画の公正性･透明性を確保するため､官民を問わない幅広い地域の関係者
(市町村長､医療を受ける立場にある者､医療保険者､医療機関､診療又は調剤に関する学
識経験者の団体その他の関係団体(医師会､歯科医師会､薬剤師会､看護協会､病院団体
等)､学識経験を有する者等)から意見を聴取すること｡

(3)新基金の趣旨に鑑み､官民に公平に配分することとし､都道府県計画において､公的･民

間の割合･額を明示し､当該割合についての経緯.理由やそれに対する都道府県の見解を付
すこと｡

(4)国と関係団体との協議を踏まえ地域包括ケアの推進等のため特に必要と考えられる新た
な事業(7頁以降の事業例で○印)や､今回の｢医療介護総合確保推進法案｣により新たに法
律に位置づけられた事業(地域医療支援センター､医療勤務環境改善支援センター)につい
ては､実施について必ず検討すること｡

なお､検討状況については､都道府県個別ヒアリングの際に聞くこと及び国の総合確保方

針を策定するための協議会において配分方法と併せ検討状況を報告することを予定している03

留意事項

○ 新基金の交付決定については､年度途中となる予定であるが､交付決定前から実施する
必要がある事業については､交付決定までの間は各都道府県において事業費を立て替えの
上､基金設置後に基金から当該立替分について支出する等により､法施行目前から執行
することが可能である｡

【新基金の配分方法について】
○ 新基金の配分は､都道府県人口､高齢者増加割合等の基礎的要因や都道府県計画の評
価等の政策的要因を勘案して､都道府県計画に基づき､予算の範囲内で行うことを検討｡

0 総合確保方針を策定するための国の協議会で配分方法を報告｡

【新基金の対象事業について】
○ 診療報酬や他の補助金等で措置されているものは対象としないこと｡また､新基金の趣旨
に鑑み､既に一般財源化されたもの及び地方単独事業の単なる新基金への付替えについ
ては､慎重に検討すること｡

○ 病床の機能分化･連携を推進するための基盤整備については､平成26年度を含め､地域
医療構想(ビジョン)策定前においては､回復期機能を担う病床等への転換など､その地域で
の整備が必要であることがビジョン策定前でも明らかとして都道府県計画に定めたものが
対象となること｡

※関係省庁等と調整中のため変更もありうる｡
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地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律(案)(抜粋)

(都道府県計画)

第四条 都道府県は､総合確保方針に即して､かつ､地域の実情に応じて､当該都道府県の地域における医療及び介護の
総合的な確保のための事業の実施に関する計画(以下｢都道府県計画｣という｡)を作成することができる｡

2都道府県計画においては､おおむね次に掲げる事項について定めるものとする｡
一 医療介護総合確保区域(地理的条件､人口､交通事情その他の社会的条件､医療機関の施設及び設備並びに公的介

護施設等及び特定民間施設の整備の状況その他の条件からみて医療及び介護の総合的な確保の促進を図るべき区域
をいう｡以下同じ｡)ごとの当該区域における医療及び介護の総合的な確保に関する目標及び計画期間

二 前号の目標を達成するために必要な次に掲げる事業に関する事項

イ 医療法第三十条の四第二項第七号に規定する地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業

口 地域における医療及び介護の総合的な確保のための医療介護総合確保区域における星皇葦(居宅その他厚生労
働省令で定める場所をいう｡次条第二項第二号イにおいて同じ｡)における医療の提供に関する事業(同条第五項の
規定により提出された市町村計画に掲載された同号イに掲げる事業を含む｡)

ハ 公的介護施設等の整備に関する事業(次条第五項の規定により提出された市町村計画に掲載された同条第二項第
二号口及びハに掲げる事業を含む｡)

二 医療従事者の確保に関する事業

ホ 介護従事者の確保に関する事業

へ その他地域における医療及び介護の総合的な確保のために実施する必要があるものとして厚生労働省令で定める

量墓(次条第五項の規定により提出された市町村計画に掲載された同条第二項第二号二に掲げる事業を含む｡)
三 その他地域における医療及び介護の総合的な確保のために必要な事項

3 都道府県は､都道府県計画を作成するに当たっては､医療計画及び都道府県介護保険事業支援計画との整合性の確

保を図らなければならない｡

4 都道府県は､都道府県計画を作成し､又はこれを変更しようとするときは､あらかじめ､市町村長､医療又は介護を受け

る立場にある者､医療保険者､医療機関､介護サービス事業者､診療又は調剤に関する学識経験者の団体その他の関係
団体､学識経験を有する者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする｡

5 都道府県は､都道府県計画を作成し､又はこれを変更したときは､遅滞なく､これを厚生労働大臣に提出しなければなら

ない｡

(基金)

第六条 都道府県が､都道府県計画に掲載された第四条第二項第二号に掲げる事業(第九条において｢都道府県事業｣と

いう｡)に要する経費の全部又は一部を支弁するため､地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百四十一条の

基金を設ける場合には､国蛙 ⊥政令で定めるところにより､その財源に充てるために必要な資金の三分の羊を負担するも
のとする_｡

(財源の確保)

第七条 前条の基金の財源に充てるために､同条の規定にCE,り国が負担する費用については､社会保障の安定財源の確
保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律(平成二十四年法律第六十八号)の
施行により増加する消真税の収入をもって充てるものとする｡

附 則
(地域における公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する法律の一部改正に伴う経過措置)

第四条 医療機関の施設及び設備の整備に関する事業で､第四条の規定(附則第一条第三号に掲げる改正規定に限る｡)
による改正後の医療法(以下｢第三号新医療法｣という｡)第三十条の四第二項第七号に規定する地域医療構想が同条第

一項の規定により定められ､又は第三号新医療法第三十条の六の規定により変更された医療計画において定められるま

空包鼠に､第一条の規定による改正後の地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律(以下この条
においてr新医療介護総合確保法｣という.)第三条第-項に規定する総合確保方針に基づき､都道府県が地域における
医療の確保のために必要があると認めて､新医療介護総合確保法第四条第一項に規定する都道府県計画において定め

aiLQ2.については､当該事業を新医療介護総合確保法第六条に規定する都道府県事業とみなして､新医療介護総合確
保法の規定を適用する｡
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新たな財政支援制度における対象事業 (塞)

｢O｣をつけているものは､国と関係団体との協議を踏まえ地域包括ケアの推進等のため特に必要と考えられる新たな事業

6)病床の機能分化･連携

ICTを活用した地域医療ネットワーク基盤の整備や､病床の機能分化･連携を推進するための基盤整備等の
医療提供体制の改革に向けた施設及び設備等の整備

(例)
ICTを活用した地域医療ネットワーク基盤の整備
○精神科長期療養患者の地域移行を進め､医療機関の病床削減に資するため､精神科医療機関の病床のデイケア施設や地域生活支援の
ための事業-の移行を促進するための施設･設備整備
○がんの医療体制における空白地域の施設･設備整備
○地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科保健医療の推進 等

※病床の機能分化･連携を推進するための基盤整備(ただし､平成26年度は回復期病床等-の転換など現状でも必要なもののみ対象と
することとし､平成27年度から都道府県において地域医療構想が策定された後､更なる拡充を検討する｡)

② 在宅医療(歯科･薬局を含む)の推進
在宅医療の実施に係る拠点･支援体制の整備や､在宅医療や訪問看護を担う人材の確保･養成に資する
事業等の在宅医療(歯科･薬局を含む)の推進に資する事業

(例)
【在宅】○在宅医療の実施に係る拠点の整備
○在宅医療に係る医療連携体制の運営支援
○在宅医療の従事者やかかりつけ医の育成､在宅医療推進協議会の設置･運営
訪問看護の促進､人材確保を図るための研修等の実施

○認知症ケアパスや入退院時の連携パスの作成など認知症ケア等に関する医療介護連携体制の構築
○認知症疾患医療センター診療所型における鑑別診断の実施

○早期退院･地域定着支援のため精神科医療機関内の委員会-の地域援助事業者の参画支援
【歯科】 在宅歯科医療の実施に係る拠点･支援体制の整備
○在宅歯科医療連携室と在宅医療連携拠点や地域包括支援センター等との連携の推進
○在宅で療養する疾患を有する者に対する歯科保健医療を実施するための研修の実施

○在宅歯科医療を実施するための設備等の整備
【薬局】○訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局-の研修や実施している薬局の周知
○在宅医療や終末期医療における衛生材料や医療用麻薬等の円滑供給の支援 等

(到医療従事者等の確保･養成
ア)医師確保対策として､都道府県における医師確保のための相談･支援機能の強化や､地域医療に必要な
人材の確保等の事業､産科等の不足している診療科の医師確保事業､女性医療従事者の復職支援 等

(例) 地域医療支援センターの運営(地域枠に係る修学資金の貸与事業､無料職業紹介事業､定年退職後の医師の活用事業を含む)
○地域医療対策協議会における調整経費
産科･救急･小児等の不足している診療科の医師確保支揺

○医科･歯科連携に資する人材養成のための研修の実施
○女性医師や歯科医師､薬剤師､歯科衛生士､歯科技工士の復職や再就業の支援 等

イ)看護職員等確保対策として､新人看護職員等への研修や､看護師等の離職防止･定着促進等に係る事業､
看護師等養成所の運営 等

(例) 新人看護職員･看護職員等の質の向上を図るための研修の実施
看護師等養成所における教育内容の向上を図るための体制整備
○看護職員が都道府県内に定着するための支援

○医療機関と連携した看護職員確保対策の推進
看護師等養成所の施設･設備整備､看護職員定着促進のための宿舎整備
○歯科衛生士･歯科技工士養成所の施設･設備整備
○地域包括ケアの拠点となる病院･薬局における薬剤師の確保支援 等

り)医療従事者の勤務環境改善対策として､都道府県における医療従事者の勤務環境改善の支援体制の整備や､
院内保育所の運営 等

(例)○勤務環境改善支援センターの運営
各医療機関の勤務環境改善や再就業促進の取組-の支援(医療クラーク､lCTシステム導入､院内保育所整備･運営等)
○有床診療所における非常勤医師を含む医師､看護師等の確保支援
電話による小児患者の相談体制や休日･夜間の小児救急医療体制の整備

○後方支援機関-の搬送体制整備 等

8
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(参 考 )rO｣をつけているものは､国と関係団体との協議を踏まえ地域包括ケアの推進等のため特に必要と考えられる新たな事業

1 点在の機能分化.連携のために必要な事業

(1)匡dt提供体制の改革に向けた施設.設備の整備 等

○○ 1lCTを活用した地域医療ネットワーク基盤の整備指摘蘭書新藤ぎ意書面ib葡-5-有毒-jFd)-二億東漸野面甫貰再JJ-iiF=育子-a-7=-病院.診療所間の切れ目のない医療仲報連枕を可能とするため､医療機関相互のネットワーク構築を図るとともに､津波などによる診dE情報流出防止の観点から､防災上安全な地域にデータサーバ-を設置し､診療什報等のデータを当該サーバ-に梯準的な形式で保存することができるよう設備の整備を行う.-ii-軒打直葡-ii-蘭a5-ii-iE-ii-花盲ig武石頑痛-a-.盲T頑Jh-を-iF葉55-ii-Q.T1-守-ゲラ葡雷等鳶㌃

2
め.精神科医療機関の病床のデイケア施設や地域生活支援のための事業への移行を促進するための施設.設備整備 たな用途に供するための改修又は施設.設備の整備を行う.

3 力んの医疲休 肘こおける空白地域の施設.設備整備 カん診療連 拠点病院の存在しJ.i_次医療圏におして､新たに設置する地域力ん診dE病院｣に対して､新たに整備する放射線機番や検査室等の整備を行う.

4地域医療支 病院や力ん診療連携拠点 院等の 者に対する歯科保健 地域医療支援 院や力ん診療連携拠点病院等の患者に対して全身と口腔機能の向

○ 医療の推進 上を回るため.病棟一外来に歯科医師及び歯科術生士を配置又は派遣し､患者の口腔管理を行う.また.病院内の退院時支援を行う部署(地域医療連携圭等)等に歯科医師及び歯科衛生士を配置又は派遣し､退院時の歯科診療所の紹介等を行うための運営圭に対する支援を行う.

5 病床の枚能分化.連携を推進するための基盤整備 急性期かb匡l任期､在宅医療に至るまで.一連のサーヒスを地域におして盆E]的に確保するため､病床の機能分化､連携を推進するための施設.設備の整備を行う.(ただし､平成26年度は回復期病床等ベの転換など現状でも必要なもののみ対象とすることとし､平成27年度から都道府県において地域医療構想が策定された後､さらなる拡充を検討する｡)

6 妊産婦の多様J.-一 に応えるための院内 産所.助 外来の 誼.設備整備 修や､体制整備に必要な備品の設置に対する支援を行う8

2 在宅医療.介護サービスの充実のために必要な事業

(1)在宅医療を支える体制整備 等

○○7在宅医療の実施に係る拠点の整備 市町村及び地域の医師会が主体となって､在宅患者の日常療養生活の支援.看取りの
ために､医師､歯科医師､薬剤師､訪問看護師が連携し.医療側から介護側へ支援するための在宅医療連携拠点を整備することにかかる経糞に対する支援を行う○

8 在宅医療に係る医療連携体制の運営支援 在宅患者の退院調整や急変時の入院又入整備等に資する 院との医療連携体制の運営に係る人件費(調整等を図るための人員雇用分等)や会議費などに対する支援を行う○

○ 9 ｢在宅医療推進協議会｣の設置○訪問看護に関する課題.対策等を検討するため訪問看護関係者で構成するr訪問看護推進協議会｣を設置し､保健所における圏域連携会

○ 10 在宅医療の人材育成基盤を整備するための研修の実施 在宅医療に取り組む病院関係者への理解を深めるために｢在宅医療導入研修｣を実施する○また､在宅医療関係者の多職種連携研修や各専門職の質の向上に資する研修.在宅医療.介護の連携を担うコーディネーターを育成するための研修､地域包括ケア体制の構築.推進を担う保健師(市町村主管部門､保健所等)に対する研修の実施に必要な

〇〇〇〇 経費に対する支援を行つ｡

ll か)つけ医育成のための研修やかか)つけ医を持つーとに対する普及. カJつけ医のF]及定着を推進するた ､地域医師=等における､医師に対する研修啓発 や､住民に対する広報活動に対する支援を行う8

12訪問看護の促進､人材確保を図るための研修等の実施 訪問看護の安定的な提供体制を整備するための機能強化型訪問看護ステーションの設置支援等､訪問看護の人材育成及び人材確保を推進するための退院調整研修や人事交流派遣支援等､訪問看護の認知度を高め､訪問看護の役割を地域に浸透させるための講演会等を実施する.上記の研修等の実施に必要な経費に対する支援を行うo

13 知症ケアパスや入退院時の連携ハスの作成J.ど認知症ケア等に関する 知症への対応J.と多職種間の連携を図るため､iiEi知症専門医の指導の下､地域の医療介護連携体制の構築 医療と介護の連携の場を設け､各地域における認知症ケアの流れ(認知症ケアパス)
等の検討を支援する.

14認知症疾仙医療セノタ-診療所聖における鑑別i2'断の実施 認知症疾..i.医療セノタ-の-類型として指定されたa5'療所力､他医療機関とネットワークを構築し､認知症の鑑別診断につなげるための経費に対する支援を行う.

15早期退院.地域定着支援のため精神科医療機関内の委員Z:への地域援 神科医療機関の院内委員=ヘ入院.U寺本 や家族かbの相談に応じ必要J.情報事業者の参画支援等 供を行う相談支援事業者等を招碑するなど､地域における医療と福祉の連携体制を
:整備するための経責に対する支援を行う.

(2)在宅医療(歯科)を推進するために必要な事業 等

〇〇〇16 在宅歯科医療の実施に係る拠点.支援体制の整備 在宅歯科医療を推進するため､都道府県歯科医師会等に在宅歯科医療連携室を設置し､在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会､在宅歯科医療等に関する相談､在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸出の実施にかかる運営費等[=対する支援を行う｡

17 宅歯科医療連携圭と在宅医療連携拠点や地域包括支援セノタ一等と 在､都道府県歯科医師=等に設LEiされてしる在宅歯科医療連携室を都道府県単位

連携の推進 だけでなく､二次医療圏単位や市町村単位へ拡充して設置し､在宅医療連携拠点.荏宅療養支援病院､在宅療養支援診療所､在宅療養支援歯科診療所､地域包括支援センター等と連携し､在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会､在宅歯科医療等に関する相談､在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科医療堆器等の貸出にかかる運営費等に対する支援を行う○盲管頭 書青首師 嘗葡壷等石膏富萎育子葛著だ薫育-+-石高-*-啓直雇.#妄裏面亨葛
ー8 在宅で療養する疾患を有する者に対する歯科保健医療を実施するための研修の実施 ため､歯科医師､歯科衛生士を対象とした､当該疾患に対する知識や歯科治療技術等

の研修の実施に必要な経費の支援を行う.

19在宅歯科医療を実施するための設備整備 在宅歯科医療を実施する医療健闘に対して在宅歯科医療の実施に必要となる.訪問歯科診療車や在宅歯科医療機器､安心.安全な在宅歯科医療実施のための株券等の購入を支援する○

20在宅歯科患者搬送車の設備整備 在宅歯科医療を実施する歯科医療機関(在宅療養支援歯科診療所等)で力ハ-できない空白地域の患者に対して必要な医療が実施できるよう.地域で拠点となる病院等を
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一十

○ 21在宅歯科医療を実施するための人材の確保支援 在宅歯科医療を実施する歯科診療所の後方支援を行う病院歯科等の歯科医師､歯科衛生士の確保を行う.

(3)在宅医dE(薬剤)を推進するために必要な事業 等

〇〇〇 22訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局への研修や実施している薬局の局知 これまで訪問薬剤管理指導に取り組んだ経額のない薬局に対して地域薬剤師会が行

う研修の実施を支援する.
また､患者が入院から在宅療養へ円滑に移行するために､地域薬剤師会が訪問薬剤
管理指導を実施している薬局の周知.紹介を行うことを支援する｡

23在宅医療における衛生材料等の円滑供給の体制整備 在宅医療における衛生材料.医療材料の供給を円滑に行うため.地域で使用する衛生材料等の規格.品巳統一等に関する協議を地域の関係者間(地域医師会､地域薬剤
師会.訪問看護ステーション等)で行うとともに.地域で使用する衛生材料等の供給拠
点となる薬局が設備整備を行うことを支援する.

24終末期医療に必要な医療用麻この円滑供給の支援 人生の最終段階の医療の実施に当たり､療病コントロールが円滑にできるようにするた
め､地域で使用する医療用麻薬について､地域の関係者間(地域医師会､地域薬剤師
会､訪問看護ステーション等)で品目.規格統一等に関する協議等を実施することを支
援する｡

3 医療従事者等の確保.養成のための事業

(1)医師の地域偏在対策のための事業 等

○ 25地域医療支援センターの運営(地域枠に係る修学資金の貸与手業､無料 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に.医師不足病院-の医師

耽美紹介事業､定年退取後の医師の活用事業を含む) の配置等を行うための地域医療支援センタ-の運営に必要な経兼に対する支援を行
ラ.

26 医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構築 医療資源の重点的かつ効率的な配置を図つてもなお医師の確保が困難な地域において､都道府県が地域医療対策協議会における詩論を踏まえ､医師派遣等を行う医療堆
関の運営等に対する支援を行う.

27地域医療対策協誰会における調整権莞 地域医療対策協議耳で定める施策について､計画の進捗及び達成状況を関係者間において検証し､次の施策へつなげるための調整を行う.

(2)診療 の偏在対策.医科.歯科連携のための事業 等

28 産科.救急.小児等の不足している診療科の医師確保支援 産科医.救急医､新生児医療担当医等の確保を図るため､これらの医師の処遇改善に
取り組む医療機関を支援する○
また､拝神保健指定医の公務鼻としての業務や地域の精神科救急医dE体制の確保の
ための精神科医確保T=協力する医療機関の運営等に対する支援を行ラ.

29小児専門医等の確 のための研修の実施 医療捷関において､小児の救急一集中;E]廉に習熟した小児科医や看護師の数が不足している状況にあることから､専門性の高い医療従事者の確保のための研修の実施を
支援する○

30 救急や内科をはじめとする小児科以外の医師等を対象とした小児救急に 地域医師会等において､地域の小児救急医療体制の補強及び質の向上を図るため､関する研修の実施 地域の救急医や内科医等の医療従事者を対象とした小児救急に関する研修の実施を

医科.歯科連携に資する人材養成のための研修の実施 医科.歯科連携を推進するため､がん患者､糖尿病患者等と歯科との関連に係る研修

○い 1 会を開催し､疾病予防.疾病の早期治療等に有用な医科.歯科の連携に関する研修会の実施にかかる支援を行う.

(3)女性医療従事者支援のための事業 等

○○ 32女性医師等の離織防止や再就業の促進 出産.育児及び離職後の再就業lこ不安を抱える女性医師等のための受付.相談窓口の設置.運営､復職研修や就労環境改善の取組を行うための経費に対する支援を行ラ.

33歯科医師､歯科衛生士､歯科技工士の確保対策の推進 歯科医師､歯科衛生士､歯科技工士を確保するため､出産.育児等の一定期間の離職により再就職に不安を抱える女性歯科医師等に対する必要な相談､研修等を行うための経費に対する支援を行う○また､今後､歯科衛生士､歯科技工士を目指す学生への就学支援を行う○

34 女性薬剤師等の徒耽支援 病院.薬局等での勤務経鼓がある薬剤師(特に女性)の復職支援を促進するため､地域薬剤師会において､地域の病院.薬局等と連携した復托支援プE]グラムの実施を支援する.

(4)看護職員等の確保のための事集 等

○○ 35 新人看護城鼻の井の向上を図るための研修の実施 看護の質の向上や安全な医療の確保､早期離織防止の観点から､新人看護織員に対する臨床研修実施のための経費に対する支援を行う○

36 看護職鼻の資質の向上をEElるための研修の実施 看琵唯員を対象とした貴質向上を図るための研修等を開催するための経菜に対する支援を行う.

37 看護社員の負担軽減に資する看護 助者の活用も含めた看護管理者の :看護管理者向l 看護補助者の活用も含めた看護サーヒス管理能力の向上のための研修の実施 研修を実施する めの経費に対する支援を行う.

38 離職防止を始めとする看護職鼻の確保対策の推進 地域の実に応策の展開を図る た 建碑員の敵陣防止対策を始めとした総口的な看護職員確保対めの経費に対する支援を行う○

39 看建師等養成所における教育内容の向上を図るための体制整備 寺社師等養成所ど養成所の運営 おける教育内容の向上を回るため.専任教員の配置や実暫経たな対する支蛙を行う.

40 看護職員が都 府県内に定着するための支援 地域における看護職員確保のため.養成所における都道府県内医療伝聞やヘき地の医療機関等への看護師就職率等に応じた財政支援を行う○

41医療機関と連携した看護職員確保対策の推進 地域の医療機関ナースセンターのへき地等看護職の看護職員確保の支援や看護職鼻の往時支援の促進を図るため､サテライト展開､効果的な復唯支援プログラム等の実施､都市部から員不足地域への看護職員派遣など看護師等人材確保促進法の枠組
みを請用した看護職員確保の強化を図るための経兼に対する支援を行う.

42 看護師等養成所の施設.設備整備 看護師等 成所の新築.E,改築に係る施設整備や､開設に伴つ初圧設備正債､在モ看護自習室の新設に係る備品購入､修業年限の延長に必要な施設整備に対する支援を行う○

43看護職員定着促進のための宿口整備 看護師幅.=を看護職具の離職防止対策の一環として個室整備に対する支援を1Tつ.



未定稿

○○ 45 手練梅見の就労環境改善のための体制整備 短時間正規雇用など多様な勤務形態等の中人や総合相晩窓口の設正､書証業務の効率化や耽4風土改善の研件等を行うための軽糞に対する支援を行う.

46看護職鼻の勤務環境改善のための施投麦価 病院のナ-スステーション､仮眠室､処置室.カンファレンスルーム等の拡張や新設により看穣他見が鋤きやすい合理的な病棟づくりとするために必要な施設整矧こ対する
支援を行う.

4748 ぎ薗葡萄宣iニ葡萄護王壬育成所-のMh-岳.酢 奮T4RG-i士､歯科技工士の教育丙曹方克美Jtの高い直義看護-節 -i-盲犬葡盲甜 ~するために必要な施設.設備の真備を行う.

施 弼 言古葛高-Bi-:貰高における業師 ー~~ー-dEii-藁Jil葡-i-F語-LTモH:京面幕重石菓荊面石高-有こ~薪務-育-fib-ii-:-ih--#蔚牢苛2;'-i"登録し､薬剤師の確保が困難な､地域包括ケア等を担う病院.薬局からの求めに対して､周辺地域に勤務する薬剤師の緊急派並などの協議.嗣丑を行うための体制整備を支援する.

(5)医療従事者の勤務耳珠改善のための幸美 等

〇〇〇49勤務環境改善支援センタ-の運営落雇雇LtiLBil-お面覇膏貰面善L8-育蘇葉-iE護衛 面責官FiLii-55-二二~医師.看韓師等の医dE従事者の放職防止.定着促進を周ることを目指し.PDCAサイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕組みを活用して勤務環境改善に取り組む各医療撞関に対して始合的.専門的な支援を行うために設置される｢医療勤務環境改善支援センター｣を都道府県が運営するための経井に対する支援を行う.-iF面所 載J落部転 面善書存言直葡-ii-65-だ=JgL-i--/直膏ララ=ヲ:亨5-請街着LbL醇 ~

50

ク､tCTシステム導入､院内保育所整備.運営等)_ などの医療従事者の働き方.休み方の改善に資する取組.専門アドバイザ-による助言指導､業務省力化.効率化など勤務環境改善に資するーCTシステムの導入､院内保育所の整備.運営などの舶きやすさ確保のための環境整備など.改善計画を進める医療堆関の取組を支操する.

51有床診療所における非吊勤医師を含む医師､看護師等の確保支援 病院を退院する 青が居宅等l=おける療養生活に円滑に移TTするために必要な医療等を提供するため.有床診療所において休日.夜間に勤務する医師.看護師等を配置
する｡

52 ii:-日商 不束有蓋-6療耐栃 蓄積 W -一一一-- 小児救急医の負担を するため.小児科を模模する病院等力輪番制方式若しくは共同利用型方式により､又は複数の二次医療圏による広域を対象に小児患者を受け入れることにより､休日.夜間の小児救急医療体制を整備するために必要な医師､看護師等の医療従事者の確保に必要な経菜及びr小児救急医療拠点病院｣の運営に必要な経費に対する支援を行う.

53ii-i-fT=-玉石砺 商談葎軒ゐ嘗葡 地域の小児救急医療体制の 強と医療機関の機能分化を 進し､全国とーでも患者の症状に応じた適切な医療が受けられるようにすることを通じ､小児科医の負担を軽減するため､地域の小児科医等による夜間の小児患者の保護者等向けの電話相談体制を整備するための経費に対する支援を行う.



新たな財政支援制度に関する都道府県個別ヒアリング調査票 (莱)

都道府県名

1.26年度の基金の規模感(公糞ベース)(2(1)～(3)の合計を記載) (約〇〇億円)

2.26年度事業として想定している内容 (事業例の事業名等を記載)

(1)病床の機能分化.連携のために必要な事業 (約〇〇億円)

(2)在宅医療 (歯科.薬局を含む)を推進するための事業 (約〇〇億円)

(3)医療従事者等の確保.養成のための事業 (約〇〇億円)

(例)

･地域医療支援センター運営事業

3.26年4月以降､継続して実施する事業や新たに実施する予定の事業 (2の再掲)(約〇億円)

(例)

･地域医療支援センター運営事業

4.都道府県医師会等関係団体とのこれまでの調整状況

(例)

･〇月〇日 県医師会と協議

･〇月〇日 県医師会､歯科医師会､薬剤師会､看護協会と合同打ち合わせ

･〇月〇日 市町村意見交換会

･〇月〇日 (病院団体の院長 .事務長等の内部協議)




